
［賃貸等不動産関係］
当法人は遊休資産として小立野地区に土地を有しています。これらの賃貸等不動産の貸借対照表
計上額、当期増減額及び時価は次のとおりです。

（単位：円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

3¶792¶860¶000 � 288¶257¶360 3¶504¶602¶640 3¶504¶602¶640

また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における収益及び費用等の状況は次のとお

りです。

（単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用
そ の 他

（売却損益等）

`
�288¶257¶360

（うち、損益外減損損失相当額 �288¶257¶360） `

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 69¶661¶110¶937 40¶738¶491 50¶327¶847 69¶651¶521¶581 19¶813¶200¶412 2¶883¶637¶126 32¶849¶880 ` 2¶922¶325 49¶805¶471¶289

構 築 物 12¶432¶122¶997 ` 5¶040¶002 12¶427¶082¶995 3¶939¶853¶941 555¶150¶525 154¶345 ` 5¶791 8¶487¶074¶709

工具器具備品 994¶892¶139 4¶063¶133 796¶250 998¶159¶022 675¶202¶675 89¶296¶328 ` ` ` 322¶956¶347

船 舶 14¶270¶000 ` ` 14¶270¶000 9¶027¶464 1¶173¶922 ` ` ` 5¶242¶536

車 両 運 搬 具 11¶084¶061 ` ` 11¶084¶061 10¶101¶913 178¶571 ` ` ` 982¶148

計 83¶113¶480¶134 44¶801¶624 56¶164¶099 83¶102¶117¶659 24¶447¶386¶405 3¶529¶436¶472 33¶004¶225 ` 2¶928¶116 58¶621¶727¶029
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（注１） 金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によるものです。

] 現金及び預金、並びに^ 未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
より記載しています。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権等については、担保又は保
証による回収見込額等により、時価を算定しています。

_ 国立大学財務・経営センター債務負担金、` 長期借入金、a リース債務及びb ＰＦＩ
債務
これらの貸借対照表計上額は固定負債及び流動負債の合計額です。また時価については、元
利金の合計額を新規に同様の借入、リース取引、又はＰＦＩ契約を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法により算定しています。

c 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額により記載
しています。

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減損損失累計額を控除した金額です。
（注２） 当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりです。

取得等による増加 該当ありません。
譲渡等による減少 損益外減損損失相当額 �288¶257¶360円

（注３） 当期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて当法人で算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む）となっています。

［資産除去債務関係］

\ 資産除去債務の概要

石綿障害防止規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去に係る義務、土壌汚染対策法の規

定に基づく土壌調査に係る義務、フロン回収・破壊法等の規定に基づく除却時の費用負担に係

る義務、放射線障害防止法の規定に基づく放射線同位元素等を使用している建物の放射線の除

去に係る義務です。

] 資産除却債務の金額の算定方法

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、支出発生までの見込期間を５年～50

年と見積り、割引率は0•495％～2•319％を使用しています。

^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高~ 72¶223¶746円

時の経過による調整額 1¶260¶837円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末残高 73¶484¶583円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

~ 当事業年度より資産除去債務に係る会計処理を適用したことによる期首時点における残

高です。
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